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保育サービスの提供の新しい仕組みについて（1）   



（第11回（9／18）提出資料）  

「基本的考え方」を踏まえた具体化が必要な検討事項  

社
会
全
体
で
の
重
層
的
負
担
・
「
目
的
・
受
益
」
と
連
動
し
た
費
用
負
担
 
 

地
方
負
担
の
あ
り
方
（
不
適
切
な
地
域
格
差
が
生
じ
な
い
）
 
 

事
業
主
負
担
（
給
付
・
サ
ー
ビ
ス
の
目
的
等
を
考
慮
）
 
 

利
用
者
負
担
の
あ
り
方
（
低
所
得
者
に
配
慮
）
 
 

多
様
な
提
供
主
体
の
参
入
に
際
し
て
の
透
明
性
・
客
観
性
 
 

包
括
性
・
体
系
性
、
普
遍
性
、
連
続
性
の
実
現
 
 

（※ 就学前保育・教育施策のあり方全般に関する検討 →新たな検討の場）   
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《すべての子育て家庭に対する支援の仕組み》  

妊婦健診、一時預かり、地域子育て支援拠点事業、全戸訪問事業等の  

量的拡充  

質の維持・向上  

財源のあり方  

特別な支援を必要とする子供や家庭に対する配慮を包含  

働き方の見直しの必要性   



保育サービスの提供の新しい仕組みの検討に際しての前提  

される  
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保育に係る制度改革の検討が必要となっている背景について   



○ 保護者・子どもと直接関わり、ニーズをきめ細やかに把握可能な立場にある認可保育所が利用者と   

向き合いながら、柔軟なサービス提供等サービスの質の向上を促す仕組みの要請  

保育所入所の申請から利用開始までの迅速な対応  

保護者とともに保育内容の充実、質の向上を図っていく仕組み  

○ 核家族化や地域のつながりの希薄化等に伴うすべての子育て家庭への支援の必要性  

○ 過疎化が進み、地域の子どもが著しく減少している地域において、地域の保育機能を維持し、子ど   

もが集団の中で育まれる環境を保障する必要性  

○ 保育サービスの需要の増大に伴い、多額の公費を投入する制度となってきた中、制度の透明性■   

客観性の確保や、効率的な保育システムに向けた行政が公的役割を果たすべき部分の明確化の要請  
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共働き世帯の増加  

○ 従来は、共働き家庭は少なかったが、1997年以降、専業主婦世帯数を上回り、その後も増加を続けている。  

1980  1982  1984  1986  1988  1990  1992  1994  1996  1998   2∝氾   2∝妃   2∝拘   2（X裕 2007  

（備考）  

1．平成13年までは総務省「労働力調査特別調査」、平成14年以降は「労働力調査（詳細結果）」（年平均）より作成。  
2．「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。  

3．「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。  

4．昭和60年以降は「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」及び「夫婦、子供と親から成る世帯」のみの世帯数。  
5．「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細結果）」とでは、調査方法、調査月などが相違することから、時系列比較には注意を要する。   



児童数の推移  保育所数及び保育所利用  
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子どものいる女性の就業希望  

○ 我が国では、諸外国に比べ、幼い子どものいる母親の就業率が相当低い水準にあるが、現在、働いて  
いない母親であっても就業希望のある者は多い。  

6歳未満の子を持つ母の就業率の比較（2002年）   末子の年齢別子どものいる世帯における  

母の就業状態（平成18年）  

末 子 の 年 齢  

0～3歳   4～6歳   7～9歳  10～12歳   

子どものいる  
100．0   

世帯総数  
100．0   100．0   100．0   

労働力人口  32．5  51．4  62．9  71．2  

就業者  31．0  50．3  61．6  70．5  

完全失業者  1．2  1．7  1．3  1．4   

非労働力人口  67．5  47．4   36．5  28．1  
●■■→■－■－■‥－‥■‥■＝  

■■＝－■一叫■－■●●  

者  24．9  13．2  
．．こ．・・・・  

＿＿． 

出典：総務省「労働力調査詳細調査」（平成18年、年平均）  



女性の就業希望を実現するために必要なサービス量  

（新待機児童ゼロ作戦）  

0歳  ～  2歳  3歳  ～  5歳  小学校1年 ～ 小学校3年  

，人人 

（参考）  

児童数  
（2006年）   

ブ単価（円）】   

171．250円  101．417円  101，417円  49．417円  4乙417円   42，417円   10．000円   10．の0円   10．000円   

）136．833円  67．000円   67，000円   22，000円   17．250円   17，250円   5．000円   5，000円   5，000円   

【保育所、放課後児童クラ  

単価（事業費ベース■月額）  

単価（公費負担ベース・月額  
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保育所待機児童の現状  

○ 平成20年4月1日現在の待機児童数は1万9，550人（5年ぶりに増加）。  
○ 過去5年間（H15→20年）で13万人分の保育所定員を整備したが、待機児童数は7千人しか減少していない。  

（保育所定員が整備されても、潜在需要の顕在化が続き、待機児童が解消されない状況。 ）  

○ 待機児童が多い地域は固定化（待機児童50人以上の特定市区町村（84市区町村）で待機児童総数の約76％）。  

○ 低年齢児（0～2歳）の待機児童数が全体の約76％。  

【保育所入所待機児童2万人の内訳】  【保育所待機児童数と保育所定員の推移】   

3歳以上児  

4千人  1千人  
l  

－＿＿●＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿L＿．＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿  

11千人  

（待機児童全体の  

約6割）  

低年齢児  

（0～2歳児）  4千人  

特定市区町村（84か所）  その他の市区町村  
（286か所）  

※特定市区町村の待機児童数は、全待機児童数のうち約8割。  
※低年齢児の待機児童数は、全待機児童数のうち約7割。   



労働市場参加が進まない場合の労働力の推移  
O「就業」と「結婚や出産・子育て」の「二者択一構造」が解決されないなど労働市場への参加が進まない場合、日   

本の労働力人口は今後大きく減少（特に、2030年以降の減少は急速）。  

○ 若者や女性、高齢者の労働市場参加の実現と、希望する結婚や出産・子育ての実現を同時に達成できなけ   
れば、中長期的な経済発展を支える労働力確保は困難に。その鍵は仕事と子育ての「＝者択一構 造」の解決。  
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この2つの要請を同時に達成する必要 →「二者択一構造」の解決が不可欠  

（注）2030年までの労働力人口は雇用政策研究会報告（平成19年12月）。ただし、2050年の労働力人口は、2030年以降の性・年齢階級別労働力率が変わらないと仮定   
して、平成18年将来推計人口（中位推計）に基づき、厚生労働省社会保障担当参事官室において推計。  70   



女性の年齢別にみた働き方  
○ 女性の就業率自体は、25～29歳層をピークに、出産を契機とした退職等によって30－39歳層で下がり、  
その後、40～49歳層まで緩やかに上昇（M字カーブ）。  

○ ただし、雇用形態としては、20～29歳層は正規職員が主であるが、30歳以降、正規職員の割合は下がり  

続け、パートが増加。  
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15～19歳20～24歳25～29歳30～34歳35～39歳40～44歳45～49歳50～54歳55～59歳60～64歳65歳以上  

出典＝総務省統計局「平成19年労働力調査」（詳細結果）77   
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育児期の母親が希望する働き方（短時間勤務・残業免除）  

○育児期の母親が希望する働き方を見ると、1歳～小学校就学までは「短時間勤務」を希望する人が最も多く、  
次いで「残業のない働き方」となっている。  

子の年齢別にみた、子を持つ母親として望ましい働き方（従業員調査）  
◆●■●■‾■▼， ■●● ●●  

■‾‾一‾‾‾‾ 

l ：全体 こ 1  

1∩＝1553】 l l  

盟訪  t残業のある働き方  
■在宅勤務（部分在宅も含む）  

田無回答  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

Al歳まで  

Bl歳半まで  

C3歳まで  

D小学校就学前まで  

E小学校3年生まで  

F小学校卒業まで  

G中学校卒業まで  

H高校卒業まで  

Ⅰ短大・大学以上  

0％未満はデータを表示していない。  注：図表を見やすくするために、5．   

出典＝ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（平成20年）72   




